
令和元年度新規事業

内閣官房

３つを超える場合

いずれの施策にも関連しないもの　※内閣官房等は行政機関が行う政策の評価に関する法律に基づく政策評価の対象外である。

新31-01 国及び地方における次期総合戦略策定に係る調査 68 
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ適格に
検証し、予算の効率的執行に努めるべき。

- 
まち・ひと・しごと創
生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政に必要な経費

○

新31-02 地方創生国際交流促進事業 12 
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ適格に
検証し、予算の効率的執行に努めるべき。

20 
要求額のうち「新しい日本のため
の優先課題推進枠」10

まち・ひと・しごと創
生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政に必要な経費

80           一般会計 20              

（単位：百万円）
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（概要）

令和２年度
要求額

備　　考


	(様式２)31新規事業

